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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
 当社は、当社連結子会社であるUKC ELECTRONICS(H.K.)CO.,LTD.における特定取引先に対する前渡金及び関連取引の

実在性への疑義に起因する連結財務諸表上の重要な虚偽表示の疑義が発見されたため、平成29年５月30日に第三者委員

会を設置し、その実態解明に努めてまいりました。

 当社は、平成29年７月19日に受領した同委員会による調査結果報告を踏まえ、関連する前渡金、売掛金の資産評価に

係る貸倒引当金計上の必要性を認識いたしました。また、関連する一部取引に関し、その性質上、従来当事者取引とし

て総額表示しておりました売上高を代理人取引として純額表示に修正することといたしました。 

 以上の結果、当社は過去に提出いたしました有価証券報告書等に記載されている連結財務諸表及び財務諸表並びに四

半期連結財務諸表に含まれる一連の会計処理を訂正することといたしました。 

 これらの決算訂正により、当社が平成28年８月15日に提出いたしました第８期第１四半期（自 平成28年４月１日 

至 平成28年６月30日）に係る四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７

第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けており、そ

の四半期レビュー報告書を添付しております。 

 

２【訂正事項】
第一部 企業情報

第１ 企業の概況

１ 主要な経営指標等の推移

第２ 事業の状況 

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

(1)経営成績の分析

(2)財政状態の分析

第４ 経理の状況 

２ 監査証明について

１ 四半期連結財務諸表

(1)四半期連結貸借対照表

(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

   四半期連結損益計算書

   四半期包括利益計算書

注記事項 

（セグメント情報等） 

（１株当たり情報）

 

 

３【訂正箇所】
 訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、

訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第７期 

第１四半期連結 
累計期間 

第８期 
第１四半期連結 

累計期間 
第７期 

会計期間 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ６月30日 

自平成28年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ６月30日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ３月31日 

売上高 （百万円） 66,816 62,558 276,709 

経常損失（△） （百万円） △2,437 △275 △3,937 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損失（△） 
（百万円） △2,826 △330 △6,227 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △2,799 △471 △6,649 

純資産額 （百万円） 51,321 46,184 47,078 

総資産額 （百万円） 123,870 116,091 115,758 

１株当たり四半期（当期）純損

失金額（△） 
（円） △180.04 △21.06 △396.71 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 41.1 39.5 40.3 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第７期及び第７期第１四半期連結累計期間の関連する経営指標等の一部について、同期間の決算訂正に伴

い、遡及処理をした数値を記載しております。なお、同期間の訂正後の有価証券報告書等については、平成

29年７月31日に提出しております。

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動は次の通りであります。

 

（半導体及び電子部品）

 当第１四半期連結会計期間より、CU TECH VIETNAM COMPANY LIMITEDにつきましては、重要性が増したことによ

り、連結の範囲に含めております。

 

- 2 -

※訂正　



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の分析 

（当第１四半期の概況） 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業収益、雇用情勢、設備投資の改善等によりおおむね緩

やかな回復基調にありましたが、新興国経済の停滞に加えて、４月に発生した熊本地震の影響や６月下旬の英国の

ＥＵ離脱決定により、下振れリスクが顕在化しています。 

当社グループが属しておりますエレクトロニクス業界におきましては、その牽引役をスマートフォンに依存する

傾向が続いていますが、その成長性は鈍化しています。その一方で、自動車の電子化やＩｏＴ（もののインターネ

ット化）の進展により、新たな市場の拡大が期待されます。 

このような状況の下、当社グループは、ソニー製の半導体・電子部品事業を軸とし、自社工場におけるＥＭＳ

（電子機器受託製造サービス）等の高付加価値事業の拡大、取扱い製品の拡張、新規事業の創出に引き続き注力し

てまいりましたが、売上高は円高に加え、熊本地震の影響もあり減少しました。また連結子会社であるUKC 

ELECTRONICS(H.K.)CO.,LTD(以下、ＵＫＣ香港という)における貸倒引当金計上等により、営業損失、経常損失、親

会社株主に帰属する四半期純損失を計上しました。 

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は625億58百万円（前年同期比6.4％減）、営業利益は２億７百

万円（前年同期は25億39百万円の損失）、経常損失は２億75百万円（前年同期は24億37百万円の損失）、親会社株

主に帰属する四半期純損失は３億30百万円（前年同期は28億26百万円の損失）となりました。 

 

（報告セグメント別の業績） 

・半導体及び電子部品事業 

半導体及び電子部品事業におきましては、円高の影響に加えて、熊本地震の影響による一部製品の販売機会損失

もあり、減収となりました。また、ＵＫＣ香港における貸倒引当金計上等があったものの、セグメント利益は増益

となりました。 

以上の結果、売上高は595億33百万円（前年同期比6.4％減）、セグメント利益は４億71百万円（前年同期は23億

20百万円の損失）となりました。 

 

・電子機器事業 

電子機器事業におきましては、オリンピックを控えた放送関連ビジネスは好調だったものの、熊本地震の影響に

よる監視カメラ製品の調達難により減収となりました。 

以上の結果、売上高は28億81百万円（前年同期比4.4％減）、セグメント損失は２億45百万円（前年同期比70百

万円の悪化）となりました。 

 

・システム機器事業 

非接触ＩＣカード関連事業におきましては、電子マネー関連ビジネスの商談は引き続き活況に推移しているもの

の、一部顧客の需要が第２四半期に集中したことにより、減収となりました。その一方で、半導体及び電子部品の

信頼性試験・環境物質分析サービス事業におきましては、車載向け等受注増により、増収となりました。セグメン

ト利益は、利益率の向上により増益となりました。 

以上の結果、売上高は５億75百万円（前年同期比26.0％減）、セグメント利益は24百万円（前年同期比94.0％

増）となりました。 
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（2）財政状態の分析 

 当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して３億33百万円増加し、1,160億91

百万円となりました。これは主に、現金及び預金の減少14億13百万円、受取手形及び売掛金の減少６億56百万円、

電子記録債権の増加４億64百万円、たな卸資産の減少１億円、その他流動資産の増加17億22百万円、貸倒引当金の

減少５億68百万円及び投資有価証券の減少４億51百万円によるものであります。

 負債は、前連結会計年度末と比較して12億27百万円増加し、699億７百万円となりました。これは主に、支払手

形及び買掛金の増加15億34百万円、短期借入金の増加14億９百万円、１年内返済予定の長期借入金の増加７億54百

万円、未払法人税等の減少５億88百万円、その他流動負債の減少３億64百万円及び長期借入金の減少11億94百万円

によるものであります。 

 純資産は前連結会計年度末と比較して８億94百万円減少し、461億84百万円となりました。これは主に親会社株

主に帰属する四半期純損失３億30百万円、利益剰余金からの配当３億92百万円、為替換算調整勘定の減少１億77百

万円を主要因としたその他の包括利益累計額の変動額93百万円によるものであります。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 57,000,000

計 57,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年８月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,700,021 15,700,021
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式であり、剰

余金の配当に関する請求権

その他の権利内容に何ら限

定のない、当社における標

準となる株式であり、単元

株式数は100株であります。

計 15,700,021 15,700,021 － －

 
（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成28年４月１日

～平成28年６月30日
- 15,700,021 - 4,383 - 1,383

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己所有株式）

普通株式       2,900
－ 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式  15,662,400 156,624 同上

単元未満株式 普通株式      34,721 － －

発行済株式総数 15,700,021 － －

総株主の議決権 － 156,624 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,200株含まれてお

ります。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれておりま

す。

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己所有株式）

株式会社ＵＫＣホール

ディングス

東京都品川区大崎一丁目

11番２号
2,900 － 2,900 0.02

計 － 2,900 － 2,900 0.02

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 22,705 21,292 

受取手形及び売掛金 69,780 69,123 

電子記録債権 2,444 2,909 

商品及び製品 17,849 17,066 

仕掛品 460 882 

原材料及び貯蔵品 632 893 

その他 5,800 7,523 

貸倒引当金 △10,954 △10,482 

流動資産合計 108,720 109,208 

固定資産    

有形固定資産 2,310 2,720 

無形固定資産 338 476 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,255 2,804 

その他 2,345 1,998 

貸倒引当金 △1,211 △1,115 

投資その他の資産合計 4,388 3,687 

固定資産合計 7,037 6,883 

資産合計 115,758 116,091 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 34,945 36,480 

短期借入金 22,522 23,932 

1年内返済予定の長期借入金 2,825 3,579 

未払法人税等 1,050 462 

賞与引当金 530 200 

その他 2,295 1,931 

流動負債合計 64,169 66,585 

固定負債    

長期借入金 3,635 2,440 

役員退職慰労引当金 38 38 

退職給付に係る負債 368 358 

その他 467 484 

固定負債合計 4,509 3,321 

負債合計 68,679 69,907 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,383 4,383 

資本剰余金 6,342 6,342 

利益剰余金 32,579 31,839 

自己株式 △4 △5 

株主資本合計 43,300 42,560 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 588 671 

為替換算調整勘定 2,843 2,665 

退職給付に係る調整累計額 △62 △60 

その他の包括利益累計額合計 3,368 3,275 

非支配株主持分 409 348 

純資産合計 47,078 46,184 

負債純資産合計 115,758 116,091 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 66,816 62,558 

売上原価 62,517 59,225 

売上総利益 4,299 3,333 

販売費及び一般管理費 6,838 3,126 

営業利益又は営業損失（△） △2,539 207 

営業外収益    

受取利息 21 9 

受取配当金 15 17 

為替差益 116 － 

その他 36 34 

営業外収益合計 189 61 

営業外費用    

支払利息 71 85 

為替差損 － 402 

その他 17 55 

営業外費用合計 88 543 

経常損失（△） △2,437 △275 

税金等調整前四半期純損失（△） △2,437 △275 

法人税等 427 103 

四半期純損失（△） △2,865 △378 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △38 △48 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △2,826 △330 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純損失（△） △2,865 △378 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 92 82 

為替換算調整勘定 △26 △177 

退職給付に係る調整額 △0 1 

その他の包括利益合計 65 △93 

四半期包括利益 △2,799 △471 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,760 △423 

非支配株主に係る四半期包括利益 △38 △48 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 （連結の範囲の重要な変更）

 当第１四半期連結会計期間より、非連結子会社でありましたCU TECH VIETNAM COMPANY LIMITEDにつきまして

は、重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 これによる、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は

軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１  受取手形割引高

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成28年６月30日） 

受取手形割引高 1,400百万円 1,000百万円 

 

２ 債権流動化に伴う買戻義務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

債権流動化に伴う買戻義務 1,700百万円 1,100百万円

 

３ 偶発債務 

次の関係会社の仕入債務に対し債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当第１四半期連結会計期間

（平成28年６月30日）

UKC ELECTRONICS (THAILAND) CO.,LTD. 3百万円 0百万円 

 

４ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。この契約に基づく貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当第１四半期連結会計期間

（平成28年６月30日）

貸出コミットメントの総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 3,000 3,000

差引額 － －

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月28日

取締役会
普通株式 313 20.00 平成27年３月31日 平成27年６月11日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月30日

取締役会
普通株式 392 25.00 平成28年３月31日 平成28年６月14日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注２） 

 
半導体及び 
電子部品 

電子機器 
システム機 

器 
計 

売上高            

外部顧客への売上高 63,567 2,564 685 66,816 - 66,816 

セグメント間の内部売 

上高又は振替高 
24 448 92 565 △565 - 

計 63,591 3,013 777 67,382 △565 66,816 

セグメント利益又は損失

（△） 
△2,320 △175 12 △2,483 △55 △2,539 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△55百万円には、セグメント間消去取引△3百万円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△52百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 重要性がないため記載を省略しております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注２） 

 
半導体及び 
電子部品 

電子機器 
システム機 

器 
計 

売上高            

外部顧客への売上高 59,511 2,532 515 62,558 - 62,558 

セグメント間の内部売 

上高又は振替高 
22 349 59 432 △432 - 

計 59,533 2,881 575 62,990 △432 62,558 

セグメント利益又は損失

（△） 
471 △245 24 249 △42 207 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△42百万円には、セグメント間消去取引0百万円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△43百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメン

トに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 重要性がないため記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △180円04銭 △21円06銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）
△2,826 △330 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（△）（百万円）
△2,826 △330 

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,697 15,697

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

 平成28年５月30日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………392百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………25円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年６月14日

（注） 平成28年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年７月31日

株式会社ＵＫＣホールディングス 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 小尾 淳一  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 富永 淳浩  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＵＫＣ

ホールディングスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４

月１日から平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る

訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及

び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＵＫＣホールディングス及び連結子会社の平成28年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。 

 

その他の事項 

 四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成28年８月12日に四半期レビュー報告書を提出した。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上
 
 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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四半期報告書 

 

（第８期第１四半期） 

自 平成28年４月１日 

至 平成28年６月30日 

 

株式会社ＵＫＣホールディングス 

 

東京都品川区大崎一丁目11番２号 
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第７期 

第１四半期連結 
累計期間 

第８期 
第１四半期連結 

累計期間 
第７期 

会計期間 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ６月30日 

自平成28年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ６月30日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ３月31日 

売上高 （百万円） 66,816 62,558 276,709 

経常損失（△） （百万円） △2,437 △275 △3,937 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損失(△) 
（百万円） △2,826 △330 △6,227 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △2,799 △471 △6,649 

純資産額 （百万円） 51,321 46,184 47,078 

総資産額 （百万円） 123,870 116,091 115,758 

１株当たり四半期（当期）純損

失金額（△） 
（円） △180.04 △21.06 △396.71 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 41.1 39.5 40.3 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第７期及び第７期第１四半期連結累計期間の関連する経営指標等の一部について、同期間の決算訂正に伴

い、遡及処理をした数値を記載しております。なお、同期間の訂正後の有価証券報告書等については、平成

29年７月31日に提出しております。

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動は次の通りであります。

 

（半導体及び電子部品）

 当第１四半期連結会計期間より、CU TECH VIETNAM COMPANY LIMITEDにつきましては、重要性が増したことによ

り、連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の分析 

（当第１四半期の概況） 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業収益、雇用情勢、設備投資の改善等によりおおむね緩

やかな回復基調にありましたが、新興国経済の停滞に加えて、４月に発生した熊本地震の影響や６月下旬の英国の

ＥＵ離脱決定により、下振れリスクが顕在化しています。 

 当社グループが属しておりますエレクトロニクス業界におきましては、その牽引役をスマートフォンに依存する

傾向が続いていますが、その成長性は鈍化しています。その一方で、自動車の電子化やＩｏＴ（もののインターネ

ット化）の進展により、新たな市場の拡大が期待されます。 

 このような状況の下、当社グループは、ソニー製の半導体・電子部品事業を軸とし、自社工場におけるＥＭＳ

（電子機器受託製造サービス）等の高付加価値事業の拡大、取扱い製品の拡張、新規事業の創出に引き続き注力し

てまいりましたが、売上高は円高に加え、熊本地震の影響もあり減少しました。また連結子会社であるUKC 

ELECTRONICS(H.K.)CO.,LTD(以下、ＵＫＣ香港という)における貸倒引当金計上等により、営業損失、経常損失、親

会社株主に帰属する四半期純損失を計上しました。 

 以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は625億58百万円（前年同期比6.4％減）、営業利益は２億７百

万円（前年同期は25億39百万円の損失）、経常損失は２億75百万円（前年同期は24億37百万円の損失）、親会社株

主に帰属する四半期純損失は３億30百万円（前年同期は28億26百万円の損失）となりました。 

 

（報告セグメント別の業績） 

・半導体及び電子部品事業 

 半導体及び電子部品事業におきましては、円高の影響に加えて、熊本地震の影響による一部製品の販売機会損失

もあり、減収となりました。また、ＵＫＣ香港における貸倒引当金計上等があったものの、セグメント利益は増益

となりました。 

 以上の結果、売上高は595億33百万円（前年同期比6.4％減）、セグメント利益は４億71百万円（前年同期は23億

20百万円の損失）となりました。

 

・電子機器事業 

 電子機器事業におきましては、オリンピックを控えた放送関連ビジネスは好調だったものの、熊本地震の影響に

よる監視カメラ製品の調達難により減収となりました。 

 以上の結果、売上高は28億81百万円（前年同期比4.4％減）、セグメント損失は２億45百万円（前年同期比70百万

円の悪化）となりました。

 

・システム機器事業 

 非接触ＩＣカード関連事業におきましては、電子マネー関連ビジネスの商談は引き続き活況に推移しているもの

の、一部顧客の需要が第２四半期に集中したことにより、減収となりました。その一方で、半導体及び電子部品の

信頼性試験・環境物質分析サービス事業におきましては、車載向け等受注増により、増収となりました。セグメン

ト利益は、利益率の向上により増益となりました。 

 以上の結果、売上高は５億75百万円（前年同期比26.0％減）、セグメント利益は24百万円（前年同期比94.0％

増）となりました。
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（2）財政状態の分析 

 当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して３億33百万円増加し、1,160億91

百万円となりました。これは主に、現金及び預金の減少14億13百万円、受取手形及び売掛金の減少６億56百万円、

電子記録債権の増加４億64百万円、たな卸資産の減少１億円、その他流動資産の増加17億22百万円、貸倒引当金の

減少５億68百万円及び投資有価証券の減少４億51百万円によるものであります。 

 負債は、前連結会計年度末と比較して12億27百万円増加し、699億７百万円となりました。これは主に、支払手

形及び買掛金の増加15億34百万円、短期借入金の増加14億９百万円、１年内返済予定の長期借入金の増加７億54百

万円、未払法人税等の減少５億88百万円、その他流動負債の減少３億64百万円及び長期借入金の減少11億94百万円

によるものであります。 

 純資産は前連結会計年度末と比較して８億94百万円減少し、461億84百万円となりました。これは主に親会社株

主に帰属する四半期純損失３億30百万円、利益剰余金からの配当３億92百万円、為替換算調整勘定の減少１億77百

万円を主要因としたその他の包括利益累計額の変動額93百万円によるものであります。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 57,000,000

計 57,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年８月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,700,021 15,700,021
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式であり、剰

余金の配当に関する請求権

その他の権利内容に何ら限

定のない、当社における標

準となる株式であり、単元

株式数は100株であります。

計 15,700,021 15,700,021 － －

 
（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成28年４月１日

～平成28年６月30日
- 15,700,021 - 4,383 - 1,383

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己所有株式）

普通株式       2,900
－ 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式  15,662,400 156,624 同上

単元未満株式 普通株式      34,721 － －

発行済株式総数 15,700,021 － －

総株主の議決権 － 156,624 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,200株含まれてお

ります。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれておりま

す。

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己所有株式）

株式会社ＵＫＣホール

ディングス

東京都品川区大崎一丁目

11番２号
2,900 － 2,900 0.02

計 － 2,900 － 2,900 0.02

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 22,705 21,292 

受取手形及び売掛金 69,780 69,123 

電子記録債権 2,444 2,909 

商品及び製品 17,849 17,066 

仕掛品 460 882 

原材料及び貯蔵品 632 893 

その他 5,800 7,523 

貸倒引当金 △10,954 △10,482 

流動資産合計 108,720 109,208 

固定資産    

有形固定資産 2,310 2,720 

無形固定資産 338 476 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,255 2,804 

その他 2,345 1,998 

貸倒引当金 △1,211 △1,115 

投資その他の資産合計 4,388 3,687 

固定資産合計 7,037 6,883 

資産合計 115,758 116,091 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 34,945 36,480 

短期借入金 22,522 23,932 

1年内返済予定の長期借入金 2,825 3,579 

未払法人税等 1,050 462 

賞与引当金 530 200 

その他 2,295 1,931 

流動負債合計 64,169 66,585 

固定負債    

長期借入金 3,635 2,440 

役員退職慰労引当金 38 38 

退職給付に係る負債 368 358 

その他 467 484 

固定負債合計 4,509 3,321 

負債合計 68,679 69,907 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,383 4,383 

資本剰余金 6,342 6,342 

利益剰余金 32,579 31,839 

自己株式 △4 △5 

株主資本合計 43,300 42,560 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 588 671 

為替換算調整勘定 2,843 2,665 

退職給付に係る調整累計額 △62 △60 

その他の包括利益累計額合計 3,368 3,275 

非支配株主持分 409 348 

純資産合計 47,078 46,184 

負債純資産合計 115,758 116,091 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 66,816 62,558 

売上原価 62,517 59,225 

売上総利益 4,299 3,333 

販売費及び一般管理費 6,838 3,126 

営業利益又は営業損失（△） △2,539 207 

営業外収益    

受取利息 21 9 

受取配当金 15 17 

為替差益 116 － 

その他 36 34 

営業外収益合計 189 61 

営業外費用    

支払利息 71 85 

為替差損 － 402 

その他 17 55 

営業外費用合計 88 543 

経常損失（△） △2,437 △275 

税金等調整前四半期純損失（△） △2,437 △275 

法人税等 427 103 

四半期純損失（△） △2,865 △378 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △38 △48 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △2,826 △330 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純損失（△） △2,865 △378 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 92 82 

為替換算調整勘定 △26 △177 

退職給付に係る調整額 △0 1 

その他の包括利益合計 65 △93 

四半期包括利益 △2,799 △471 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,760 △423 

非支配株主に係る四半期包括利益 △38 △48 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 （連結の範囲の重要な変更）

 当第１四半期連結会計期間より、非連結子会社でありましたCU TECH VIETNAM COMPANY LIMITEDにつきまして

は、重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 これによる、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は

軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１  受取手形割引高

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成28年６月30日） 

受取手形割引高 1,400百万円 1,000百万円 

 

２ 債権流動化に伴う買戻義務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

債権流動化に伴う買戻義務 1,700百万円 1,100百万円

 

３ 偶発債務 

次の関係会社の仕入債務に対し債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当第１四半期連結会計期間

（平成28年６月30日）

UKC ELECTRONICS (THAILAND) CO.,LTD. 3百万円 0百万円 

 

４ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。この契約に基づく貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当第１四半期連結会計期間

（平成28年６月30日）

貸出コミットメントの総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 3,000 3,000

差引額 － －

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月28日

取締役会
普通株式 313 20.00 平成27年３月31日 平成27年６月11日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月30日

取締役会
普通株式 392 25.00 平成28年３月31日 平成28年６月14日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注２） 

 
半導体及び 
電子部品 

電子機器 
システム機 

器 
計 

売上高            

外部顧客への売上高 63,567 2,564 685 66,816 - 66,816 

セグメント間の内部売 

上高又は振替高 
24 448 92 565 △565 - 

計 63,591 3,013 777 67,382 △565 66,816 

セグメント利益又は損失

（△） 
△2,320 △175 12 △2,483 △55 △2,539 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△55百万円には、セグメント間消去取引△3百万円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△52百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 重要性がないため記載を省略しております。 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注２） 

 
半導体及び 
電子部品 

電子機器 
システム機 

器 
計 

売上高            

外部顧客への売上高 59,511 2,532 515 62,588 - 62,558 

セグメント間の内部売 

上高又は振替高 
22 349 59 432 △432 - 

計 59,533 2,881 575 62,990 △432 62,558 

セグメント利益又は損失

（△） 
471 △245 24 249 △42 207 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△42百万円には、セグメント間消去取引0百万円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△43百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメン

トに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 重要性がないため記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △180円04銭 △21円06銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）
△2,826 △330

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（△）（百万円）
△2,826 △330

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,697 15,697

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

 平成28年５月30日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………392百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………25円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年６月14日

（注） 平成28年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年３月31日

株式会社ＵＫＣホールディングス 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 小尾 淳一  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 富永 淳浩  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＵＫＣ

ホールディングスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４

月１日から平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る

訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及

び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＵＫＣホールディングス及び連結子会社の平成28年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。 

 

その他の事項 

 四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成28年８月12日に四半期レビュー報告書を提出した。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 
 
 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
  



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第４項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年７月31日 

【会社名】 株式会社ＵＫＣホールディングス

【英訳名】 UKC Holdings Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  福寿 幸男

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役副社長  田口 雅章

【本店の所在の場所】 東京都品川区大崎一丁目11番２号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長 福寿幸男及び最高財務責任者 田口雅章は、当社の第８期第１四半期（自 平成28年４月１日 

至 平成28年６月30日）の四半期報告書の訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されている

ことを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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